
(2) 基本設計現地調査時テクニカルノート 
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(3) 基本設計概要書説明時討議議事録 
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(4) 首相府兼情報省次官からの書状 
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5. 事業事前計画表（基本設計時） 

1. 案件名 
ウガンダ共和国 ラジオ放送網整備計画 

2. 要請の背景（協力の必要性・位置付け） 
ウガンダ共和国（以下「ウ」国）政府は、1997年に世界銀行指導の下に策定された包括的な国家計画

である「貧困撲滅行動計画（Poverty Eradication Action Plan：PEAP）」を策定した。PEAPはその後 2000
年 3月に第 1次、続いて 2003年に第 2次の改定が行われ、2004年 3月に 5つの重点課題（① 経済管理、
② 生産・競争力・所得向上、③ 治安・紛争解決・災害管理、④ グッドガバナンス、⑤ 人間開発）を
定めた第 3次 PEAPが完成し、最終目標である「2017年までに絶対的貧困率を 10％以下にする」ことを
達成するために、さまざまな貧困削減施策が実施されている。 
「ウ」国におけるラジオ受信機の普及台数は約 400万台（2002年 ITUデータ）で、世帯を対象とした

普及率は 76.5％と非常に高く、情報媒体としてのラジオ放送の重要性はきわめて高い。一方 TV 受像機
の普及台数は約 39万台（2002年 ITUデータ）で、世帯を対象とした普及率は 7.5％とラジオ受信機普及
の 10分の 1にとどまっており、情報媒体としてのラジオ放送の重要性はきわめて高い。住民にとって唯
一の情報媒体となっている地方もある。このため「ウ」国政府は、ラジオ放送が貧困削減施策の効果向

上にきわめて大きな役割を果たすと認識し、PEAP に沿った各種貧困削減施策の実施において積極的に
ラジオ放送を活用して情報の伝播を進めている。PEAP の中では、ラジオ放送の果たす役割として①教
育への平等のアクセス、②農業活動および健康管理の改善、③国民意識の啓蒙、④様々な分野における

技術の習得、などが強調されている。 
「ウ」国政府は 2005年 11月新たな放送政策を制定し、それぞれ情報省の傘下でラジオ放送を行って
いたラジオウガンダと、テレビ放送を実施していたウガンダテレビを統合・独立させ、ウガンダ放送公

社（Uganda Broadcasting Corporation：UBC）を設立した。UBCは「ウ」国唯一の全国ラジオネットワー
クを有する公共放送機関であり、国民に対する教育・啓蒙活動や地域情報格差の是正などの活動を行う

最も効果的なツールとしての役割が期待されている。 
しかしながら UBC のラジオ放送網の基幹施設である 7 ヵ所の中波送信所および本部スタジオの機材
は、すべて 1970 年～1980 年代に整備されたものであり、内戦や落雷の被害に加え機材の老朽化が著し
く、旧式の機材の製造停止に伴うスペアパーツ不足と相まって放送に深刻な障害を与えている。当初 7
ヵ所の中波送信所により人口の約 90％をカバーしていたが、現在稼動している中波送信所はブテボ中波
送信所とブゴロビ中波送信所の 2送信所であるが、ブゴロビ中波送信所の送信機は落雷による被害を受
けており、問題なく稼動しているのはブテボ中波送信所のみで、サービスエリアも人口の約 25％に縮小
している。 
このような状況下、「ウ」国政府は、全国的なネットワーク構築に最も適した中波による放送網を復旧

させることが重要であるとし、稼動していない 5ヵ所の中波送信所のうち、多くの人口をカバーするマ
ワガ中波送信所（中央地域、ムベンデ県）及びケリバ中波送信所（西部地域、カバレ県）の整備ならび

にカンパララジオ放送局のスタジオ機材の整備が急務とされていた。 
3. プロジェクト全体計画概要 
(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

中央地域および西部地域で安定した中波放送が再開され、約 25%に縮小している中波放送の人口サ
ービスエリアが約 77%に回復する。 
裨益対象：中央地域住民約 725万人および西部地域住民約 690万人（新規中波放送サービスの受信）

(2) プロジェクト全体計画の成果 
ア UBCマワガ中波送信所ならびにケリバ中波送信所の放送システムが整備される。 
イ UBCカンパラ放送局のスタジオ機材が整備される。
ウ UBCの放送サービス体制が整備される。 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 
ア UBCマワガ中波送信所、ケリバ中波送信所およびカンパラ放送局スタジオの整備に必要な資機
材を調達する。

イ UBCマワガ中波送信所、ケリバ中波送信所およびカンパラ放送局スタジオの保守管理を行う技
術スタッフに対し、初期運用指導を実施する。（新規スタッフの採用は必要なし） 

ウ 上記施設を使用して放送サービスを実施する。 
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(4) 投入（インプット） 
ア 日本側：無償資金協力 1109百万円
イ ウガンダ国側 
必要な人員 ：187名（2006年度末の雇用計画人員） 
建設資機材 ：送信所用地の確保、アンテナの撤去、フェンスの建設、スタジオ内装の改修等 
運営・維持管理費の確保 

(5) 実施体制 
実 施 機 関：ウガンダ放送公社 
主 管 官 庁：情報省 

4. 無償資金協力案件の内容 
(1) サイト 
ウガンダ国ムベンデ県マワガ中波送信所、カバレ県ケリバ中波送信所、カンパラ放送局 

(2) 概要 
① マワガおよびケリバ中波送信所へ中波ラジオ放送システム機材の調達 

• 50kW中波送信機 ：各 1式、計 2式 
• 50kWダミーロード ：各 1式、計 2式 
• 出力切替器（3端子 U-リンクパネル） ：各 1式、計 2式 
• 番組入力／監視装置 ：各 1式、計 2式 
• 50kW中波指向性アンテナシステム ：各 1式、計 2式 
• 衛星受信装置 ：各 1式、計 2式 
• 耐雷装置 ：各 1式、計 2式 
• 自動電圧調整装置 ：各 1式、計 2式 
• 絶縁トランス ：各 1式、計 2式 
• 非常用発電装置 ：各 1式、計 2式 
• 空調・換気設備 ：各 1式、計 2式 
• 測定装置、交換部品等保守用機材 ：各 1式、計 2式 

② カンパラ本部スタジオへスタジオ機材の調達 
• オンエアースタジオ（レッド、ブルー、ブテボ）用機材：各 1式、計 3式 
• プロダクションスタジオ（D、E、F）用機材 ：各 1式、計 3式 
• オーディオテストセット、交換部品等保守用機材： 1式 

③ マワガ及びケリバ中波送信所の施設（送信局舎、主及び副同調舎）を含む据付工事 
(3) 相手国側負担事項 

• マワガおよびケリバ中波送信所内に新設される送信局舎への商用電源の引込み 
• マワガおよびケリバ中波送信所の既存アンテナ鉄塔の撤去 
• マワガおよびケリバ中波送信所のフェンス工事等 

(4) 概算事業費：概算事業費 1143百万円（日本側 1109百万円、ウガンダ国側 34百万円） 
(5) 工期：詳細設計・入札期間を含め約 18.0ヵ月を予定。 
(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮：本プロジェクトは貧困層の多い遠隔地において情報へ
のアクセスが容易となり保健・衛生、教育、農業、社会・公共福祉などの情報や文化・国際情報の
入手が可能となり貧困層の生活環境改善の一助となるものである。また聴衆層の属性に合わせてニ
ーズに応えるプログラムが組まれている。 

5. 外部要因リスク 
治安状況が悪化しない。 

6. 過去の類似案件からの教訓の活用 
特になし 

7. プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

 成果指標 年度 2006年 2009年  

 UBC中波放送サービスの人口カバレージエリア 25％ 77％  

 マワガ及びケリバ送信所からの中波放送受信可能人口の増加 0 1415万人  
(2) その他の成果指標 
カンパラ放送局ラジオスタジオにおいて機材のトラブルが減少することにより番組が安定的に制作
され、システム化された中波放送設備により安定して放送される。 

(3) 評価のタイミング 
2009年以降（完工後） 

41 



6. 入手資料リスト 

 

調査名 ウガンダ共和国 ラジオ放送網整備計画 基本設計調査 

 

番

号 
名  称 

形態 
図書･ビデオ･

地図･写真等

ｵﾘｼﾞﾅﾙ･

ｺﾋﾟｰ 
発行機関 発行年 

1 2006 Statistical Abstract CDR ｵﾘｼﾞﾅﾙ Uganda Bureau of Statistics 2006年

2 The Income Tax Act  CAP.340 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ LDC (Law Development Center) 1997年

3 Value Added Tax Act  CAP.349 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ LDC (Law Development Center) 1996年

4 The Managing Taxation in Uganda 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ LDC (Law Development Center) 2006年

5 Labour Union Act  2006 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ LDC (Law Development Center) 2006年

6 Uganda Districts Information 
Handbook (Expanded Edition) 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ Fountain Publishers 2005年

7 The Uganda (The Pearl in your Palm) 
2005-2006 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ Infopoint Uganda Ltd. 2005年

8 Primary Social Studies ATRAS for 
Uganda 図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ Macmillan 2004年
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